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要 旨

平成１８年６月より導入された民間有資格者による駐車監視員制度は，駐車規制に関する

過去の道路交通法改正の中でも大きな制度変更であった．この制度の施行により，ドライ

バーの駐停車行動には相当の変化が予測されたが，本研究では当制度の導入効果を駐車時

間長や駐車目的及び放置行動の変化等から統計的に示した．このための調査は，制度の実

施以前と直後及び一年後の３時点で行ったが，これより予期し得たまたは予期し得なかっ

たいくつかの駐停車行動の変化を示すことが出来た．同時に路上駐停車行動への待ち行列

モデルの適用により，当制度の実施効果をうろつき交通の削減からも示した．

１．研究の動機と内容

平成１８年６月より，民間有資格者による駐車監視員制度（写真－１：北海道警察広報）が導

入された．これは違法駐車の一形態である放置車両を民間人が確認する制度であるが，その目

的は違法路上駐車の削減にある．昭和３５年に道路交通法（以下法）が公布されて以来半世紀，

法改正といくつかの先進的な試みは続いているが，路上駐車の秩序化は未だ我が国の多くの都

市で主要な交通課題であり，この駐車監視員制度は問題解決の一つの試みである．

本研究の目的は，この制度の実施による都心部での路上駐停車行動の変化を，実態調査に基

づき統計的に示すことにあるが，同時に路上駐車の削減とうろつき交通発生量との関連を待ち

行列モデルより推定し，これが交差点の右左折交通に与える影響も併せて試算した．実態調査

のデータは，この制度の「事前（規制前）」と「直後（規制後）」，及び「事後（規制後）」の３
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時点において同一地区で行った観測調査で取得した．この調査では，特に制度の実施後の変化

を，平成１８年６月～８月の「直後（規制後）」と，１年後の平成１９年７月～８月の「事後（規

制後）」の２時点で比較したことが工夫である．

２．路上駐車に関する既存研究

我が国での路上駐車対策に関する既存研究及び関連する資料を，参考文献１）～９４）に示

す．厳密な区別ではないが，参考文献１）～４５）は主に論説及び講演・報告であり，参考文献

４６）～７７）は研究論文である．７８）～９４）は参考資料等である．出典は１９７５年（昭和５０年）以

降の土木学会論文集，土木計画学研究論文集，日本都市計画学会論文集，交通工学，国際交通

安全学会誌，交通学研究等であり年次順に記した．都市における自動車の駐車のための施策を

示した駐車場法の公布から今日まで約５０年を経過するが，この間，昭和６３年の交通対策本部決

定の「大都市における道路交通円滑化対策」７８）や，平成２年交通対策本部申し合わせの「大都

市における駐車対策の推進について」７８）等が示され，路上駐車対策の考え方も多様化しており

写真－１ 北海道警察広報（北海道警察）
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３０年程度の参考文献調査とした．

昭和３２年公布の駐車場法制定の経緯等も含め，１９８０年（昭和５５年）前後までの駐車政策は参

考文献１）～４）にまとめられている．この研究は，我が国の都市駐車政策の経緯をまとめた

最初の研究であるが，新谷によるこの一連の研究において，駐車政策の４つの基本である付置

義務施設，都市計画駐車場，届出駐車場，路上駐車場の位置づけと各々の関連が端的に説明さ

れている．これより１９９０年代までの路上駐車対策は，路外駐車場の整備による路上から路外へ

の誘導を基本としてきたことがわかる．しかし１９９０年代後半から，「街路空間の再配分」６７）や

「路上駐車施設設置効果」６８）なる表現に示されるように，駐車機能を街路機能の一部と考え，

積極的に通過交通や自転車及び歩行者との共存策を探る傾向がみられ始めた．これら最近の研

究動向は参考文献３４）～４５）で知ることが出来る．その背景には，路上から路外への誘導が困

難な荷捌き交通対策や，地方都市での都心商業活動の再活性化等の問題があろう．一方，路上

駐車規制は道路交通法に基づくものであり，時間制限駐車区間において交通管理者が設置する

パーキング・メーターやパーキング・チケットの利用特性等も研究６６）されてきた．

本研究が直接参考とした研究は，参考文献７５），７６），７７）である．参考文献７５）は民間によ

る駐車監視員制度の導入効果を明らかにした最初の研究であり，路上駐車行動の変化を意識調

査に基づき統計的に分析するとともに，非集計ロジットモデルや重回帰分析を用いて行動の変

化とその要因を関連づけている．参考文献７６）の研究意図，目的は本研究とほぼ同じである

が，路上駐車の分析手法としてGISソフトウェアーの有効性を検証していることが特徴であ

る．この研究では，制度の導入による路上駐車行動の変化を，本研究と同時期の３時点で捉え

ており，時間的経過による行動の変化を示した．また対象地域を重点地域と周辺地域に分類

し，取り締まりを回避して周囲に駐車が散らばる現象（風船効果）についても調べた．車種別

駐車台数の比較による路上駐車の削減量は本研究とほぼ同程度であった．しかしタクシー，バ

スは調査の対象外であることや，調査方法が断続調査であるため駐車時間長に関する統計値は

得られていない．参考文献７７）は荷捌き交通に関する研究であり，この監視員制度の挿入によ

るローディングベイでの駐車行動の変化を調べている．プレート式連続調査で得られたデータ

から，駐車台数や駐車時間長に関する詳細な分析を行い，ローディングベイでの適切な駐車時

間管理や荷捌き目的外駐車である乗用車等の排除の必要性を強調している．

３．駐車監視員制度の概要とその目的

（１）制度の法的概要

この制度に関する法記述の概要を表－１に示す．法第五十一条の四～十五に放置車両確認機

関，駐車監視員資格者証，国家公安委員会規則の委任及び放置違反金関係事務の委託等の内容

が記され，その要点は，今回の法改正により放置違反金なる制度を設けたこと，放置及び放置

５１駐車監視員制度の創設による路上駐停車行動の変化に関する調査研究
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違反金の確認事務を公安委員会の登録を受けた法人に委託することが出来るとしたこと等であ

る．但し今回の制度改正の対象は放置車両であり，法第二条及び第四十四条～四十八条に示さ

れる違法駐車の全てが対象なわけではない．放置車両は，「その運転者がこれを離れて直ちに

運転することが出来ない状態にあるもの」（法第五十一条の四）であり，駐車時間の長さについ

ては言及していない．従って，通常の確認作業では，運転者等の乗車する長時間駐車は放置確

認の対象とはならない．

（２）制度の制約

言うまでもなく制度の目的は違法駐車の削減であるが，既に法には違法行為の基準は明確に

示されておりこれが実行できれば問題はない．我が国の多くの都市で約半世紀にわたり路上駐

車問題が問題であり続けた理由は，搬具としての自動車を前提に都市機能が維持されているこ

とであり，法律の厳格な遵守と都市機能の維持のどちらか一方の選択には成り得なかったから

である．路上駐車規制のあり方，街路の走行機能とアクセス機能の両立に関するこの様な問題

は，越１８）が平成３年，路上駐車の秩序及び路側の利用秩序なる表現で既に指摘している１８）．こ

の制度は法に示される「５分」なる基準はさておき，取りあえず「放置」を減らすことで，路

上駐車の削減と良好な交通秩序の維持３３）を目的としたものである．

４．調査の概要と基礎統計値

（１）調査の概要

調査の概要と単純集計による基礎統計値のいくつかを表－２に示す．表中横破線より上に調

査の日時と箇所（地区）別の観測台数等を，下に基礎的統計値を示す．ここで地区とは図－１

に示す単位道路区間５５）６１）であり，信号制御されている交差点から交差点までの道路の片側路側

を言う．札幌市の都心部は交差点の間隔が約１００mの格子状であり，これを調査地区の単位と

した．この地区はPT調査及びOD調査等で都心小ゾーンとなっている都心部の商業地域にあ

り，中央分離帯を有する片側３車線の駅前通りである．調査街路の延長は約３００mであり，両

・放置違反金（法第五十一条の四）
警察署長は，警察官等に，・・の確認をさせ・・させることが出来る．
・確認事務の委託（法第五十一条の八）
警察署長は，・・に関する事務（以下「確認事務」という．）の全部又は一部を，公安委員会の登
録を受けた法人に委任することが出来る．
・放置車両確認機関（法第五十一条の十二）
２ 放置車両確認機関は，公正に，かつ・・
３ 放置車両確認機関は，・・駐車監視員以外の者に対し，駐車監視員資格者証を交付する．
・放置違反金確認事務の委託（法第五十一条の十五）
公安委員会は，・・全部または一部を・・委託することが出来る．

表－１ 駐車監視員制度の法的記述７８）
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側路側に駐車した自動車の駐車開始・終了時刻，車種及び駐車目的等２６項目を観察記録した．

調査方法はプレート式連続調査８４）である．事前（規制前）調査（以下「事前」）は平成１５年及

び１６年の８月～９月に行った．直後（規制後）調査（以下「直後」）は平成１８年７月～８月

に，事後（規制後）調査（以下「事後」）はその１年後の平成１９年７月～８月に行った．調査

地区は同一である．調査要員の制約もあり，調査は３００mを５地区に分け平日に行った．調査

時間帯は，８：００～１９：００である．また当該街路の交通量は，９，９５５台／１２時間８５）であっ

た．

（２）基礎統計値

基礎統計に関する「駐停車台数n（台）」の総数は，「事前」では１，８５５台，「直後」では１，６２１

台，「事後」では１，６０８台であり，規制後は「直後」及び「事後」ともに１３％程度の減少であっ

項 目 事前（規制前）調査 直後（規制後）調査 事後（規制後）調査 減少率

調
査
日
時
等

調査時間帯
調査区域

８：００～１９：００
札幌市都心部（商業地域）・街路延長約３００ｍの両側路側

← 調査日時・観測台数 →

地区１（１２東） H１６／８／２６�・４４１台 H１８／６２９�・３９０台 H１９／６／２８�・３６８台 １１．６％／１６．６％

箇 地区２（１３東） H１５／９／１�・４１７台 H１８／７／１３�・３５４台 H１９／７／５�・３９８台 １５．１％／４．６％

地区３（１３西） H１５／９／２�・４２６台 H１８／８／２１�・３３９台 H１９／７／５�・３２６台 ２０．４％／２３．５％

所 地区４（３東） H１５／８／２７�・３５０台 H１８／７／２５�・３１４台 H１９／８／２０�・３１６台 １０．３％／９．７％

地区５（３西） H１５／８／２６�・２２１台 H１８／７／２５�・２２４台 H１９／７／１９�・２００台 ＋１．４％／９．５％

項 目 事前（規制前）調査 直後（規制後）調査 事後（規制後）調査 減少率

基
礎
統
計

駐停車台数n（台） １，８５５台 １，６２１台 １，６０８台 １２．６％／１３．３％

平均駐車時間m（分） １２．８分 ８．８分 ９．９分 ３１．３％／２２．７％

同上標準偏差σ（分） ３０．０分 ２４．９分 １９．３分 １７．０％／３５．７％

駐停車総時間t（台分） ２３，７９６台分 １４，２３８台分 １５，８７７台分 ４０．２％／３３．３％

表－２ 調査の概要と基礎統計値

図－１ 地区の単位
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た．ここで減少率の２つの数値１２．６％は「直後」の減少率，１３．３％は「事後」の減少率であ

る．この統計値では，「直後」と「事後」の減少率にほとんど差はない．

一方，駐車時間の合計値である「駐停車総時間t（台分）」の減少率は，「直後」が４０．２％，

「事後」が３３．３％であり，制度施行１年後の減少率は７％程度低下している．先にも述べたよ

うに，この制度の対象は放置自動車であり，制度の実施に当たっては，極くわずかな時間９１）で

もドライバーまたは同乗者が不在であれば放置自動車として取り扱われるとされたが，民間に

よる確認作業は通常１０分～１５分程度の時間をかけ認定作業を行っているのが現状である．この

運用は各都道府県の公安委員会により異なると考えられるが，毎日ほぼ同じ場所で駐車を繰り

返す配達目的等のドライバーは，ほどなく運用の実態を知ることとなり，これに合わせた行動

をとる．目的別の駐車実態の違いは後に記すが，この様な事情が駐停車総時間増加の理由の一

つであろう．このことは「平均駐車時間m（分）」に関しても同様である．平均駐車時間は，

「直後」では３１．３％，４分の減少となったが，「事後」では１．１分増加し２２．７％の減少である．

「同上標準偏差σ（分）」の「直後」と「事後」の値は各 ２々４．９分及び１９．９分であり，法施行１

年後は駐車時間のばらつきは２割程度小さくなっている．これは先と同様ドライバーが確認作

業の実情を知り，それに対応したことで駐車時間のばらつきが減ったためと考えられる．

５．分析結果

（１）時刻別駐停車台数の変化

図－２に，３時点調査での時刻別駐停車台数の変化を示す．縦軸は，定時に観測された駐停

車台数（台）である．▲は「事前」，●は「直後」，■が「事後」の値である．時刻平均の減少

率は，「直後」が３３．８％，「事後」は３１．４％であった．一般に規制による路上駐車の削減効果

は，連続調査の概念よりも，ある時刻に観測される台数，即ち断続調査（プレート式断続調

査８４））から得られるデータのほうが直感的に分かりやすく，交通管理者による効果測

図－２ 時刻別駐停車台数の変化
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定８７）８８）８９）９０）９２）もこれによることが多い．表－１の基礎統計値では，「直後」と「事後」の駐停車

台数の減少率は１３％前後であり，共に１割強の減少と表現されるが，図－２での減少率は３０％

以上であり相当の効果を示す表現となる．連続調査と断続調査のいずれが正確な統計値かを論

じることにあまり意味はないが，減少効果を表す値としてはの値がより実感に近い．

時刻による比較では，「事前」のピークは１０：３０の４８台，「直後」では２７台，「事後」では３１

台であり，各 ４々３．８％及び３５．４％の減少である．最も駐車密度の高い時間帯の減少率が大き

く，路上駐車の削減効果はより大きく感じられる．しかし「事後」では減少率が８％程度低下

しており，制度の形骸化が指摘される理由でもある．

（２）駐停車時間長分布の変化

図－３及び図－４に，「事前」と「事後」の２時点の駐停車時間長分布の比較を示す．前者

の縦軸の単位は台であり，後者のそれは台分である．両者の数値の関係は，例えば図－４の

「～５」での「事前」の値１，８３３（分）は，図－３「～５」の８９８（台）の駐車時間の合計であ

る．図－３から，駐車時間長により路上駐車の減少率が異なることが分かる．駐車時間「～

５」の停車は２．２％の増加でありほとんど変化はない．これらが全て合法的停車とは限らない

図－３ 台単位駐停車時間長分布の変化

図－４ 台分単位駐停車時間長分布の変化

５５駐車監視員制度の創設による路上駐停車行動の変化に関する調査研究
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が，この全体に占める割合は「事前」が４８．４％，「事後」が５７．１％であり，仮に路上駐車を駐

車時間の長さだけで厳格に排除した時，それでも約６割は残ることになる．５分～９０分までの

駐車の減少率は２５．２％～３２．０％，９０分以上では５０％～５６．２％であり，長時間駐車の減少の程度

は大きい．長時間駐車の削減は期待されたことでありまた予想されたことであるが，なお９０分

を越える長時間駐車は半分が残る．

「事後」の全体的減少傾向は図－４でも同じであるが，「～５」までの停車は７．１％増加し

た．この短時間駐車が全体に占める割合は，「事前」が７．７％，「事後」は１２．４％である．この

駐車は図－３の集計単位では全体の約５割を占めるが，台分単位での全体に占める割合は１割

程度である．これは短時間駐車による路側の効率的利用の様子をよく表している．更に５分～

９０分の駐車時間の減少率は２８．１％～３１．７％，９０分以上では５４．２％及び６２．７％であり，９０分を越え

る長時間駐車の減少率は図－３に比べて大きい．また，台単位（図－３）の集計が駐車時間の

増加に伴う台数の単調減少であるのに対し，台分単位集計（図－４）では３０分～９０分の駐車の

占める割合が増加することが特徴であり，これは制度の「事前」と「事後」でも変わらない．

駐車時間を考慮した路上駐車対策を考えるとき，これは要点の一つである．

（３）目的別駐車行動の変化

図－５に目的別路上駐車の台単位集計を示す．タクシー及び路線バスは除いた３時点調査の

比較である．調査では，目的を「業務（荷無）」，「配達」，「工事・作業」，「私用・買物」，「駐

車場入庫待ち」，「送迎」，「車中食事」，「休憩」，「その他」の９分類としたが，図示の「業務

（荷無）」，「配達」，「私用・買物」の３目的で全体の約８２％を占め，これらを主要目的と考え比

較した．路上駐車の減少傾向は３目的で異なる．「業務（荷無）」の「直後」の減少率は

５１．１％，「事後」は４４．６％であり，制度施行１年後の減少率は６．５％低下する．「配達」ではこの

傾向が顕著であり，「直後」の減少率２３．５％に対し，「事後」では逆に３４．２％の増加となってい

る．また「私用・買物」では，「直後」，「事後」の減少率が各 １々５．３％，４０．３％であり，継続的

図－５ 台単位駐停車目的の変化
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減少傾向示す．

図－６に同様の集計を台分単位で示す．３目的の変化の傾向は台単位集計（図－５）と同じで

あるが，「業務（荷無）」及び「私用・買物」での減少率は台単位での集計値より大きい．これ

は長時間駐車の減少が大であることによる時間駐車の増加がより大であるを意味する．路側の

空き空間の増加で，用務先により近い路側での駐車が容易となり結果として駐車の頻度は増え

るが，一方１回の駐車での配達用務先は減ることになり駐車時間は減少したと考えられる．

図－５及び図－６による目的別集計の特徴は，「業務（荷無）」の「直後」の減少率が台分単

位で７７．２％と大きいこと，「私用・買物」目的の駐車が「直後」，「事後」で継続的に減少した

こと，「配達」目的の駐車台数が制度施行１年後に「事前」より増加したことである．

一方「配達」の「事後」の増加率は１３．２％であり，台単位集計（図－５）の３４．２％より小さ

い．これは短規制の強化にもかかわらず，「配達」目的の路上駐車が増えたことは，先に述べ

たようにこの制度の運用の実態と深く関わる．一般に，「業務（荷無）」及び「私用・買物」の

路上駐車は長時間の放置となる傾向が強く，また用務先が屋内であるため取り締まりの状況を

知ることが難しい．

これに対し「配達」は，比較的短時間で自動車と用務先を往復する繰り返しの行動をとるこ

とが多く，短時間で放置行為を中断することが出来る．監視員の確認作業中放置が中断された

時，監視員は特に自動車の移動を指示することもなく立ち去り，路上駐車は継続することが出

来る．ほぼ毎日同じ場所で駐車を繰り返す「配達」行動では，監視員の確認作業の実務を短い

期間で知ることが出来，それに応じた行動をとる．「業務（荷無）」及び「私用・買物」の減少

と，「配達」の増加はこの様な理由による．この傾向は一部の「業務（荷無）」でもみられ，そ

れが「事後」での増加となっている．「私用・買物」の減少は，民間路外駐車場の短時間料金制

度の導入等により，路上から路外への転換が促された点もあろう．また「配達」の長時間駐車

は，複数体制による対応にもよる．

図－６ 台分単位駐停車目的の変化

５７駐車監視員制度の創設による路上駐停車行動の変化に関する調査研究
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（４）放置行動の変化

図－７，図－８及び図－９に「業務（荷無）」，「私用・買物」及び「配達」目的の，放置自

動車の駐停車時間長分布を台分単位で示す．ここで放置の判断は，法律の定義に従った．目的

図－７ 放置自転車駐停車時間長分布（業務（荷無））

図－８ 放置自動車駐停車時間長分布（私用・買物）

図－９ 放置自動車駐停車時間長分布（配達）
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毎の比較では，「業務（荷無）」（図－７）の減少率が最も大きく，終日平均では「直後」で

８１．７％の減少，９０分を越える駐車は０であった．また３０分～９０分の時間帯での減少率は，「直

後」が８８．６％，「事後」では８１．８％であった．一方，「直後」で０となった９０分を超える長時間

駐車が，「事後」では「事前」の１／４～１／３程度となった．この結果，「事後」では９０分を

越える駐車の占める割合は３３．２％であった．

「私用・買物」（図－８）では，時刻平均の減少率が６０．８％から７３．６％と増加しており，９０分

を超える駐車もほぼ０となった．１５分～３０分の時間帯で「事後」の減少率が「直後」より

１１．４％小さくなったが，全体としてはこの目的では制度実施の効果が継続しているといえよ

う．

「配達」（図－９）は先の目的別の集計と同様，「直後」から「事後」への増加が顕著であ

る．時刻帯平均では，「直後」の４６．８％の減少に対し，「事後」では２．０％の減少であり「事

前」とほぼ同じ状態となった．この傾向は各時刻で同様であるが，「～５」と「～３０」では

「事前」の値より増加している．

「業務（荷無）」と「私用・買物」では「事後」の減少率がともに７３％程度である．交通管

理者等が公表した東京都，大阪市，名古屋市及び札幌市での断続調査の減少率８７）８８）８９）９０）９２）

は，６４．２％～７８．８％でありおおよそ一致する．別途台単位集計での両目的の「事後」の減少率

は各 ６々１．７％及び５５．９％であり，台分単位の減少率より小さい．これは短時間駐車増加によ

る．「配達」の「事後」の減少率はほぼ０となったが，台単位の集計では１９．７％の増加であっ

た．先にも述べたように，台分単位の増減が無く，台単位で増加した理由は，路側の空き空間

の増加により，用務先により近い場所で駐車を繰り返した結果と考えるのが自然であろう．

６．うろつき交通５１）５４）減少量の推定

（１）待ち行列によるうろつき交通のモデル化

路上駐車行動では，用務を終えた自動車が去り路側に空きスペースが出来ると，ほどなく他

の自動車が到着し駐車を開始する様子を観察する．これは，路側に空きスペースが出来たと

き，偶然そこに用務のある自動車が到着したと考えるより，駐車したい自動車は常時街路を走

行しており，空きを見つけて駐車したと考える方が自然であろう．この様な交通は，路側の駐

車密度が高いときには多く発生し，低いときには少なくなる．駐車監視員制度による規制の強

化は，路側の空き空間の増加による車線の確保と共に，この様なうろつき交通の削減による走

行機能の改善をもたらす．ここで，待ち行列理論によるうろつき交通発生のモデル化を図－１０

に示す．モデルの入力条件は，到着率（λ），サービス率（µ），窓口数（s）及び待合所の容量

であり，路上駐停車行動と待ち行列モデル指標との関係は以下のとおりである．

５９駐車監視員制度の創設による路上駐停車行動の変化に関する調査研究
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ａ）到着率（λ）について

到着率（λ）の単位は台／単位時間である．図中（イ）は到着の様子である．待合所を有し

ない当システムでは，客の待ち行動はうろつき交通となり通過交通との区別は出来ない．当該

路側に駐車を希望する自動車は，路側に空きが無いときは駐車できず，他の用務地に行くか，

空きが出来るまで待つかまたは次善の駐車場所を探すことになる．到着率（λ）は，路側の駐

車密度が高いときには到着できず実際より小さな値となるが，終日でみた場合には必ず用務を

果たすのであり，平均到着率（台／時）は妥当な値となる．また当該地に駐車できず，近場の

路側で用を足す場合には，その分当該地での到着率は小さくなるが，それは他の場所でも同様

であり相殺されるものと考える．

ｂ）サービス率（µ）について

図中（ロ）のサービス率（µ）は，平均駐車時間mの逆数であり，単位は台／単位時間であ

る．

ｃ）窓口数（s）について

このシステムでの窓口数（s）は，単位道路区間での最大駐車可能台数（台）であるが，通

常の待ち行列システムとは異なり，このモデルには窓口が設定されていない．従って窓口数

は，調査地区（単位道路区間）毎に想定することとなる．これには，例えば単位道路区間の法

的駐車可能延長を，自動車一台当たりの必要駐車延長で除す方法があるが，実際の駐車行動で

は，駐停車禁止場所である横断歩道上やバス停直近での駐車もあり，この方法では窓口数は過

小となる．従ってここでは，実際に観測された瞬間駐停車台数の最大値と，その時の自動車一

図－１０ うろつき交通のモデル化
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台当たりの駐車延長の値を考慮し設定する．表－３に地区５を例に窓口数設定の手順を示す．

当地区の道路延長は１０８．４５m，内駐停車禁止区間は４０mであり，停車可能延長は６８．５mとな

る．「事前」調査での当地区の瞬間最大駐停車台数は１０（台）であり，その時間は１２分間，観測

６６０分の１．６％であった．この１０台が全て合法的駐停車とすると，自動車一台当たりの占有延長

は６．８５mとなるが，実測によるこの値は８m～９．５m程度であり，駐車密度の特に高いときは駐

停車禁止区間での駐車も行われていることになる．この様な状態では，通常のドライバーは駐

車を見合わせることが多く，従って窓口数は１０台よりも小さな値となる．表中「９５％タイル駐

車台数９台（３３分，５％）」とは，９台の駐停車状態が３３分間であり，それは観測６６０分の５％で

あることを意味する．「９０％タイル駐車台数８台（９３分，１４．１％）」も同様の指標である．これ

より，９０％タイル駐車台数での自動車一台当たりの駐車延長は８．５６mであり，窓口数を８とす

る．他の単位道路区間も同様の考え方で窓口数を設定した．

ｄ）待ち行列の型

路上駐車に関して，到着率及びサービス率の分布は各々ポアソン分布及び指数分布であるこ

とは知られており５２）５５）６１），ここではモデルをケンドール記号でM/M/s（∞）とする．待合い所の

容量は∞とした．

ｅ）検証

前述のように，このシステムには待合所がない．従って待ち行動であるうろつき交通と通過

交通を区別することができない．そのためモデルの精度の検証は，観測可能な指標である窓口

稼働率の観測値と計算値の比較により行う．ここで窓口稼働率はトラフィック密度ρ＝（λ/

sµ）と同義の指標である．

地区毎の窓口稼働率の実測値と計算値の比較を，●「事前」，□「直後」及び▲「事後」別

に図－１１に示す．３時点調査計の相関係数はr＝０．８２２でありモデルは有意であるが，▲「直

道路延長L １０８．４５m

駐停車禁止区間 横断歩道４．０m×２
La計４０m

�
�
�
�
同上直近５m／箇所
地先出入口直近５m／箇所

停車可能延長Lb ６８．５m

瞬間駐停車最大数 １０台（１２分，１．６％）
一台当たり駐車延長 ６．８５m

９５％タイル駐車台数 ９台（３３分，５％）
一台当たり駐車延長 ７．６m

９０％タイル駐車台数 ８台（９３分，１４．１％
一台当たり駐車延長 ８．５６m

窓口数s ８

表－３ 単位道路区間の道路条件（地区５）
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後」調査でのばらつきが大きいことが分かる．これは主に地区３の影響によるものであり，こ

の１例を除くと相関係数はr＝０．９４７となる．▲「直後」地区３でのずれの大きさを統計的に説

明することは出来ないが，▲「直後」調査での窓口数が不安定であったことが一因と考えられ

る．このモデルでは，一般的ドライバーが想定する駐停車スペースの最大数を窓口数として設

定しており，それは道路条件により物理的に決まる．しかし▲「直後」調査では，新たな駐車

規制に対する不安要因等が駐車行動に大きく影響し，結果として窓口数が不安定になったと思

われる．このことは，●「事前」調査と，新たな駐車規制への対応が安定した一年後の□「事

後」調査では，地区３が特異な点となっていないことからも推測される．なお●「事前」調査

のみ５点の相関係数はr＝０．９９０，□「事後」調査のみ５点の相関係数はr＝０．９９４であった．

（２）指標の設定

表－４にモデルの待ち行列指標算定のための３つの入力条件を地区毎に示す．ここで平均サ

ービス時間（分／台）は，この逆数であるサービス率で示すのが一般的であるが，時間単位の

方が直感的に分かりやすくこの様な表現とした．窓口数は地区毎に３時点調査とも同じとし

た．窓口数設定の手順は前述表－３の考え方に基づく．

（３）うろつき交通発生量の推定

待ち行列モデルによるうろつき交通発生量の推定結果を表－５に示す．「平均待ち行列長（列

の長さ９２））Lq」はサービスを受けようとして待っている客の数であり，「待ちが出来た時の平

図－１１ 窓口稼働率の実測値と計算値の関係
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均待ち行列長Lq’」は待ちが出来た時のLqの値である．平均待ち時間（列待ち時間９２））Wq」

は，客が窓口に到着してからサービスを受け始めるまでの時間である．また「待ちに入る確

率」は，サービスを受けようとして待つ確率である．表中最下段「率」は，「事前」の値を１

として計算される「直後」及び「事後」の各指標値の５地区の単純平均である．図－１２にこれ

を図示する．Lq，Lq’，Wq，Pw共に減少度合いは明らかであるが，特にLq，Wq及びPwは，

地区
到着率λ（台／分） 平均サービス時間1/µ（分／台） 窓口数ｓ（台）

事前 直後 事後 事前 直後 事後 事前 直後 事後

地区１ ０．６６８ ０．５６３ ０．５５７ １２．３ ８．１７ ９．４６ １１ １１ １１

地区２ ０．６３２ ０．５９１ ０．６０３ １４．２ ９．５９ １０．０ １１ １１ １１

地区３ ０．６４５ ０．３１８ ０．４９４ ９．５１ ６．５４ １１．２ １０ １０ １０

地区４ ０．５３０ ０．４７６ ０．４７９ １３．３ ６．４４ ７．５９ １０ １０ １０

地区５ ０．３３５ ０．３３９ ０．３０３ １６．９ ９．３５ １１．８ ８ ８ ８

地区

平均待ち行列長
（台）Lq

待ちが出来た時の
平均待ち行列長（台）Lq’

平均待ち時間
（分）Wq

待ちに入る確率
Pw

事前 直後 事後 事前 直後 事後 事前 直後 事後 事前 直後 事後

地区１ ０．８４ ０．００ ０．０２ ２．９８ ０．６６ ０．９２ １．２６ ０．０１ ０．０４ ０．２８ ０．０１ ０．０２

地区２ １．８５ ０．０４ ０．０６ ４．３９ １．０６ １．２１ ２．９３ ０．０６ ０．１０ ０．４２ ０．０３ ０．０５

地区３ ０．１８ ０．００ ０．０８ １．５９ ０．２３ １．２４ ０．２８ ０．００ ０．１６ ０．１１ ０．００ ０．０６

地区４ ０．５５ ０．００ ０．００ ２．４０ ０．４４ ０．５７ １．０４ ０．００ ０．０１ ０．２３ ０．００ ０．００

地区５ ０．６８ ０．０１ ０．０３ ２．４２ ０．６６ ０．８２ ２．０４ ０．０３ ０．０９ ０．２８ ０．０２ ０．０３

率 １ ０．０１ ０．１１ １ ０．２１ ０．３９ １ ０．０１ ０．１４ １ ０．０４ ０．１７

表－４ 地区毎の到着率，サービス率及び窓口数

表－５ 待ち行列の状況を示す尺度の推定結果

図－１２ ３時点調査の指標の比較
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「直後」では０に近い値となり，うろつき交通がほとんど発生しなかったことが分かる．新た

な駐車対策法施行の効果として，平均旅行速度の向上９２）や路線バスの平均所要時間の低下９２）が

示されているが，路側空間の増加による容量の確保と共に，うろつき交通の減少による走行環

境の改善効果も想定される．また「事後」の指標値は「直後」から増加しているが，Lq’を除

き，「事前」の１／１０～１／６程度である．ここでLq’は他の３指標より減少の程度は少ない

が，「直後」及び「事後」共に，一時的な駐車密度の増加時には，「事前」の２０％～４０％程度の

待ち時間が発生していることになる．

指標の実数値については，表－２及び表－４の指標から平均的地区である地区１を例に次の

ことが分かる．待ち時間に関するWqについて，「事前」の値は１．２６（分）であり，到着した自

動車は計５５５．７分（１．２６×４４１）／１１時間の駐停車待ちを，「事後」では１８分（０．０４×３６８）／１１

時間の駐停車待ちであることが推定される．またPwについて，「事前」では６１．８台（０．２８×

４４１）／１１時間のうろつき交通の発生に対し，「事後」では６．６台（０．０２×３６８）／１１時間の発生

であることが分かる．

（４）交差点右左折交通への影響６１）

路上での駐車場所と用務先の距離は近いことが望ましいが，目的地の路側に空きが無い時，

うろつき交通は近接する街路での周回行動となり，交差点の右左折交通の増加を促す．うろつ

き交通行動の詳細は本研究では明らかにしていないが，いくつかの仮定によりうろつき交通に

よる交差点右左折交通量を推定する．通過交通へのうろつき交通の混入率等は，路上駐車の取

り締まり効果を例に参考文献６１）でも示したが，ここでは「事前」と「事後」の比較を行う．

ａ）うろつき行動範囲の設定

３時点調査での駐車場所と目的地との関係を図－１３及び図－１４に示す．図－１３は駐車場所と

目的地との関係の４分類であり，図－１４は調査で観測されたこれらの構成比率（％）である．

近い順位に①直近，②側面，③向かい，④他街区の構成比率を３時点の調査毎に示した．３時

図－１３ 駐車場所と目的地との関係
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点調査共に①直近と②側面の割合が高いが，特に「直後」調査では，①直近が８５．２％，②側面

が１３．３％であり，９８．５％は駐車場所と目的地が同じ街区である．各調査の傾向は，「事前」→

「事後」→「直後」の順に駐車場所と目的地はより接近する．これは常識的感覚と一致す

る．３時点調査の①直近と②側面の構成比の平均値は，各 ８々０．０％及び１４．１％であり，ここで

はうろつき交通の９５％を図－１５に示す単一街路の周回行動と想定する．なお参考文献６１）での

同様の調査分析では①直近が６３．８％，②側面が２３．１％であった．

ｂ）交差点左折交通混入率の算定

地区１を例に，下記設定条件により交差点左折交通に占めるうろつき交通の算定結果を表－

６に示す．

図－１４ 駐車場所と目的地との関係

図－１５ うろつき交通の行動範囲
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【設定条件】

①交通量：９，９５５台／１２時間８５）

参考文献８４）による当該単位道路区間交通量の実測結果を引用．

②時間交通量：８３０台／時間（＝上記①／１２時間）

１２時間交通量より時間平均交通量を算出．なお当路線の交通量のピークは，９：００～１０：００の

９６５台／１時間であった．

③信号１サイクル交通量：２８台／サイクル（＝上記②／３０サイクル）

当路線の信号サイクルは２分であり，時間交通量から１サイクル当たりの交通量を算出．

④右左折率

参考文献８４）より，当路線の右左折率は７．５％～１５％程度であり１０％として計算．

⑤信号１サイクル左折交通量

③×④＝２８×０．１０＝２．８（台／サイクル）．「事前」，「事後」同じとする．

【うろつき交通発生率Pwの算定】

⑥「事前」及び「事後」のPw

６．（３）より，

「事前」

１２３．５（台／１１時間）÷１１時間÷３０サイクル×０．９５

＝０．３５台／サイクル

「事後」

７．４（台／１１時間）÷１１時間÷３０サイクル×０．９５

＝０．０２台／サイクル

この結果，左折交通に占めるうろつき交通の割合は，「事前」では１２．５％，「事後」では

０．７％となった．これらの計算手順は相当の仮定に基づくものであり一つの試算値ではある

が，従来から渋滞の解消には数％の交通量の削減が大きな効果がある９４）ことが指摘されてお

交通量 「事前」 「事後

【通過交通】
左折交通量（台／サイクル）

２．８ ２．８

【うろつき交通】（台／サイクル）
１単位道路区間当たり

０．３５ ０．０２

【構成比】
１単位道路区間当たり

１３．２％ ０．７％

表－６ うろつき交通の交差点交通への影響
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り，監視員制度の導入による路上駐車の規制強化の効果を示すものと考える．

なお図－１５に示すブロックでは，地区１以外にA，B，Cの単位道路区間がある．ここでは

うろつき交通の発生を地区１に限定した試算結果を示し，他のA，B，Cから発生するうろつ

き交通の影響は考えていない．

７．まとめと課題

本研究の成果と課題は以下の通りである．

①駐車監視員制度の導入は路上駐車の削減に一定の効果はあった．その削減量は台数単位では

「直後」，「事後」ともに１３％程度であるが，台分単位では「直後」が４０％減であるのに対し，

「事後」では３３％減であり，一年の経過で削減率は低下した．

②駐車時間長区分の変化については，台単位と台分単位の集計で駐車時間の区分毎の削減率は

ほぼ同様の傾向を示す．しかし台単位での集計が駐車時間の増加による台数の単調減少である

のに対し，台分単位でのそれは３０分～９０分の駐車時間をピークとする分布であるため，制度の

実施後でもなお長時間駐車による路側の占有は相当程度残る．

③目的３分類による削減効果は特徴的である．「私用」目的が「直後」から「事後」へ時間の経

過と共に減少するのに対し，「業務」及び「配達」では台単位，台分単位２つの統計値共に

「事後」で増加した．特に「配達」の増加が顕著である．これは制度の運用に関わるものであ

り，今後改善される可能性もある．

④放置自動車については，「業務」，「私用」共に「事後」の削減率は７３％程度となった．この

点では当制度の意図は達成されたと言える．しかし「配達」については「直後」の４６％減に対

し，「事後」では２％となり削減の効果はほとんど無くなった．民間監視員はあくまでも確認

を行うものであり，制度の運用と合わせ一つの限界でもある．

⑤待ち行列モデルによるうろつき交通の削減効果では，平均待ち行列長や平均待ち時間及び待

ちに入る確率等指標の減少量を示した．基礎統計値に関する考察同様，「直後」に比べ「事

後」の値は増加するが，「事前」に比べ６割減～９割減の値となった．

⑥交差点左折交通に占めるのうろつき交通減少量の試算では，「事前」の１３．２％に対し，「事

後」では０．７％となり大きな削減効果を示すことが出来た．

なおこの研究の調査は札幌市都心部のいくつかの地区で行ったものであり，分析もその制約

条件下での結果である．またいくつかの県警察本部での聞き取り調査では，地域により当制度

の運用が異なることも示唆された．民間による駐車監視員制度の経年的効果も含めこれらは今

後の研究課題である．

６７駐車監視員制度の創設による路上駐停車行動の変化に関する調査研究
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